
様

新型コロナウイルス感染症に係る

緊急要望書
○商工労働施策についての緊急要望

○農林水産業施策についての緊急要望

令和２年５月

自由民主党京都府議会議員団



新型コロナウイルス感染症に係る

商工労働施策の緊急要望

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により経済の急速な落ち込みが続

く中、 観光客の激減やキャンセルの急増により、観光業や飲食業、 小売業、 運

輸業など幅広い業種で大きな打撃を受けており、 今後、 ものづくり産業や農林

水産業、 文化芸術関係を含め、 事業活動の継続に向けた最大限の支援を引き続

き講じていく必要があります。

つきましては、 政府においては、 先般成立した第1次補正予算に続き、 第2

次補正予算の検討を進めておられますが、 こうした地域の情勢を踏まえた的確

な施策が講じられるよう、 次のとおり緊急に要望します。

0雇用調整助成金制度の柔軟な運用

京都においては、 京都府、 京都市、 京都府社会保険労務士会が連携し、 雇用 

調整助成金に関する WEB を活用したセミナー ・相談の実施や、 申請、 受理を円

滑かつ迅速に行う「中小企業雇用継続緊急支援センタ ー」を設置するとともに、 

雇用調整助成金の加算措置が受けられる教育訓練プログラムを実施する「WEB 研

修センター （仮称）」の整備などの取組を進めている。 こうした中で、 例えば、 
このセンタ ー事業を発展させて、 雇用調整助成金の手続きを代行するような、

「社会保険労務士制度（仮称）」を国が創設し、 この社労士の指導を受けて国に 

申請される場合には、 通常の審査ルー トよりも、 より速く処理される優先レ ー 

ン的な制度を設計するなど、 社会保険労務士等専門人材を活用した制度の創設 
を因ること。

0「仕事づくり」への支援等
国内外の需要の急減等により深刻な影響を受けている事業者や個人事業主等 

（伝統工芸品の職人や観光事業者等）を対象として、 資金繰りの支援だけでな

く、 リ ー マンショック時に設けられた解雇・雇止めになった失業者に対する仕 

事づくり（緊急雇用創出）事業に準じて、 さらに対象を在職者に拡充し、 年度 

をまたいで柔軟に運用できる新たな「仕事づくり基金制度」を創設すること。

0企業等の資金繰りを支える金融支援の充実強化等

中小企業等の資金繰りを支えるため、 第1次補正予算で創設された民間金融 

機関における実質無利子・無担保融資の上限額3,000万円を、 日本政策金融公

庫の同様の制度と同額となる1億円に引き上げた新たな制度枠を創設すること。

また、 持続化給付金については、 地域の事業者に制度や申請方法に関する情

報が十分に届いていないことから、 事業者とのつながりが深い経済団体や組合 

等を通じて相談ができるよう国専門スタッフの派遣等により、 事業者への制度

説明を丁寧に行いつつ集団での申請を促進する仕組を構築すること。



新型コロナウイルス感染症に係る
　　　　　　　　　農林水産業施策の緊急要望

新型コロナ．ウイルス感染症の世界的な拡大により経済の急速な落ち込
みが続く中、観光客の激減、休校に伴う給食の提供中止、イベントの自粛、 
飲食店等の休業や営業時間の縮小等によって農林水産物の需要が減少し、 
農林水産業に大きな影響が生じており、関連産業を含めた事業継続に向け 
て、販路拡大や需要喚起、セ ー フティネット対策などの課題が生じている
ところです。また、長期化する感染症との共存、さらには危機脱出後の新
しい社会に対応した農林水産業を構築していく必要があります。

つきましては、地域や食を支える農林水産業の実情に応じた的確な支援 
策が講じられるよう、次のとおり緊急に要望します·o

1 農林水産業等の事業継続に関すること

0高級食材の需要低迷・価格下落に対する支援制度の拡充

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、これまでインバウンド
を含め、外食 ・ 観光向け需要に支えられてきた京野菜や宇治茶、和牛な
どの高級品を中心に取引価格が大幅に下落し、生産者の事業継続が危ぶ
まれる状況にまで追い詰められている。

こうした喫緊の課題に対応するため、生産者が高級食材を医療機関や
公的施設などへ安価で提供した場合の価格補てんにより、販路拡大につ
なげることや、幅広い農林漁業の生産王場での次期作・再生産への支援
として種苗購入費用に対する支援など、生産者が事業を継続・再開でき
るよう強力に支援すること。

［参考：価格低下状況】※数値はいずれも対前年比
京野菜 ：賀茂なす （△65 %) 、万願寺とうがらし（△45 %)

伏見とうがらし（△40 %） 、花菜 （△38 %)
宇治茶 ： （△74 %)［一番茶（煎茶）］
和 牛 ： （△30 %) 
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〇許認可や事業申請等に係る行政手続の電子化の推進

新たな生活様式の実践のため、農地法等の許認可や営農に係る各種
事業の申請等に係る行政手続について、 マイナンバーカ ー ドを用いた．
本人確認やインタ ーネットからの申請など、さらなる電子化を推進すi

・ること。
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